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表紙：地図は、世界の既存のプルトニウム分離（再処理）施設を示している。詳細は本報告書の図1.5を参照 
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第10章 核変換 (トランスミューテイ
ション) 
今日再処理と高速中性子炉の正当化のために使われている主要な議論の一つは、使用済み燃料
の中の長寿命の超ウラン元素を核分裂させれば長期的危険性を減らすことになるというもので
ある。プルトニウムの同位体やその他のウランより重い超ウラン放射性同位体（ネプツニウム、
アメリシウム、キュリウム）の一部は数千年から数百万年の半減期を持っている（表10. 1参照）。
いかなる処分場であっても、放射性核種が漏れ出して地表の水を汚染することがないようこの
ような長期間にわたって保証することはできないから、超ウラン元素を核分裂させてもっと短
い半減期の核種に変えた方がいいとの主張がなされる。この主張は、普通、超ウラン元素の入
った使用済み燃料と入っていないものの経口摂取毒性を示すグラフを使って説明される（図10. 
1参照）（これらの元素は元素のアクチニウムと化学的に似ているためアクチニドとも呼ばれ
る）。 

超ウラン同位体 燃焼度 53 MW-days/kgLEU 
での質量％478 半減期（年） 崩壊して変化するのは 

プルトニウム 238 (Pu-238) 2.4 87.7 ウラン 234 

プルトニウム 239 (Pu-239) 45.7 24,000 ウラン 235 

プルトニウム 240 (Pu-240) 21.9 6,500 ウラン 236 

プルトニウム 241 (Pu-241) 5.3 14.4 アメリシウム 241 

プルトニウム 242 (Pu-242) 7.0 380,000 ウラン 238 

全プルトニウム 82   

アメリシウム 241 (Am-241) 8.9 432 ネプツニウム 237 

アメリシウム 243 (Am-242) 1.8 7400 ネプツニウム 239 

(プルトニウムとアメリシウム) 93   

ネプツニウム 237 (Np-237) 6.6 2.14 million プロトアクチニウム 233 

キュリウム 243 (Cm-243) 0.0051 28.5 プルトニウム 239 

キュリウム 244 (Cm-244) 0.37 18.1 プルトニウム 240 

キュリウム 245 (Cm-245) 0.039 8500 プルトニウム 241 

合計 100   

    

表 10. 1. 使用済み低濃縮軽水炉用燃料における長寿命超ウラン元素同位体の構成（燃焼度53MWt日/kgU、20年
冷却）。超ウラン元素の総質量は、使用済み燃料に元々含まれていたウランの質量の 1.3％。 

超ウラン元素の核変換というのは、これらの物質を核分裂させて（大体は）もっと短い寿命の
核分裂生成物に変えるというものである。図10.1は、これにより100年から10万年にかけての
時期に経口摂取毒性を相当に減らせることを示している。しかし、下に見るように、必ずしも、
これにより深地下処分場の危険性を相当に減らせるというわけではない。 

これまでのところ、使用済み燃料から大規模な形で分離・使用されている唯一の超ウラン元素
はプルトニウムである。使用済み低濃縮ウラン燃料のほとんどを再処理しているフランスでは、
プルトニウムはウランと混ぜて、「ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）」燃料にしてい
る。MOXは、フランスの電気出力 90 万キロワットの軽水炉 24 基で使われ、それぞれの燃料
の 30％を提供している。これはフランスの発電用原子炉で使われる燃料の 10％に相当する。 

現在、再処理の過程で使用済み燃料を溶解した際にそこから他の超ウラン元素──ネプツニウ
ム、アメリシウム、キュリウム──を分離している国はなく、使用済み燃料の再処理を実施し
ている国々では、これらの物質は高レベル再処理廃棄物固化体の形で核分裂生成物とともに処
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分されている。これは再処理の元々の目的を反映している。元々の目的とは、最初は核兵器用
にプルトニウムを分離すること、次は、プルトニウム増殖炉の初期装荷燃料用のプルトニウム
を提供するということだった。 

フランスでやっているようにプルトニウムを軽水炉で 1回だけリサイクルした場合、使用済み
燃料の中に含まれるプルトニウムの量は約 40％減る 480。プルトニウムを軽水炉で複数回再利
用するというのは商業規模では試みられていない。これは、プルトニウムを再利用すると、軽
水炉で支配的な遅い中性子では核分裂しないプルトニウム同位体の割合が増えていくからであ
る。また、遅速中性子炉では、核分裂を起こさないまま中性子捕獲が続く確率が相当程度あり、
ネプツニウム、プルトニウム、アメリシウム、キュリウムを複数回利用すると、キュリウム 244
の含有率が高くなる。キュリウム 244 は自発核分裂を高頻度で起こす。燃料工場では、その際
に生じる貫通力の強い中性子が大きな危険要因となり、長期の間隔を開けながら、厳重な遮蔽
の下での遠隔操作による作業を行うことが必要となる。 

高速中性子を 1000 年間運転 

ナトリウム冷却炉の提唱者らは、これらの炉で連鎖反応をもたらす高速中性子の場合、超ウラ

図10. 1 処分場に置かれた使用済み燃料の経口摂取毒性に関する釣り合いのとれた見方 

上のグラフは、使用済み燃料が処分場の岩石と完全に均質に混ざりあった仮想状態を想定し、その場合
の経口摂取毒性を時間の関数として示している。使用済み燃料と比較されているのは、1) 放射性廃棄
物（使用済み燃料を再処理して 99.5％のプルトニウムを除去したもの）と処分場の岩石が均質に混ざ
った場合、2)さまざまな鉱物の毒性、３）低品位（0.2%）のウラン鉱である。［カナダの研究なので］
対象となっている燃料は天然ウランを使った重水炉（CANDU炉）用のものである。均質に混ざったと
して、使用済み燃料中のウランが処分場岩石全体に占める割合（含有率）は重量にして 0.2％と想定さ
れている（これは、スウェーデン型の使用済み低濃縮ウラン処分場の場合に使用済み燃料のウランが岩
石全体に占める含有率に等しい）。毒性のレベルは、当該物質を飲料水で認められた限度まで希釈する
のに必要な水の量に比例する。10万年付近の使用済み燃料の毒性の増加は、ウラン 238の崩壊生成物
であるトリウム 230（半減期７万 5000 年）が増えてくることによるものだろう。このグラフから、
プルトニウムの 99.5％を除去すれば、埋設後数千年の時点で毒性が 20 分の 1 ほどに下がることがわ
かる。軽水炉の使用済み燃料の場合、他の超ウラン元素も除去したとすると、毒性は約 100 分の１に
下がる 479。 
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ン同位体によって吸収されて核分裂を起こさない確率が、水冷却炉で連鎖反応をもたらす遅い
中性子の場合よりもずっと低いことを指摘する（図10. 2）。これは、キュリウム244の蓄積を
劇的に減らす。キュリウム244は、ウラン238から始まる核分裂を伴わない6回の中性子吸収の
結果生じるものである。 

実際の核変換のためには、使用済み低濃縮ウラン燃料から超ウラン元素を分離し、これを高速
中性子炉の燃料として何度もリサイクルすることが必要である。図10.1に示されているような
低減を達成するには何世紀も、あるいはそれ以上かかる。これにより地層処分場に送られる超
ウラン元素の割合は非常に小さくなるかもしれないが、地上では膨大な量が高速炉の炉心とそ
の燃料サイクルの中を動き回ることになる。米国科学アカデミー（NAS）」が1996年に発刊し
た報告書『核廃棄物：群分離と核変換の技術』*訳注によると、超ウラン元素が軽水炉群で生み出
されるペースに合わせてでこれを高速中性子炉群で核分裂させるシステムによって長期にわた

                                                   
*訳注 NAS の研究の「コンスタント発電量シナリオ」では、軽水炉と高速炉を合わせた原子力の総発電容量
は 70.3GWe と想定。ヤッカ･マウンテン処分場に送られることになっている 6 万 2000 トンの軽水炉
使用済み燃料を再処理して得られる 612 トンの超ウラン元素（TRU）を総発電容量 30.4GWe（3040
万 kW）の第 1世代高速炉（増殖率 0.65）の運転開始及び取替燃料に使う。その後、総発電容量 39.9GWe
の新しい軽水炉が、第2世代以後の高速炉用のTRUを提供するために運転を始めるという流れである。
一方、軽水炉の運転を止めて高速炉で TRUを減らす「低下発電量シナリオ」では、最初の 30 年間は、
総発電容量 30.4GWe の高速炉が運転されると想定。6万 2000 トンの軽水炉使用済み燃料から得られ
る TRU すべてをこの第 1 世代の高速炉で使う。第１世代の高速炉の使用済み燃料から得られる TRU
を総発電容量 15.1GWe の第２世代の高速炉で使う。第 3 世代高速炉は総発電容量 7.5GWe となる。
という具合で、最終的には高速炉 1基だけが使われることになる。 

核分裂/吸収 

加圧水型原子炉 
ナトリウム冷却高速炉 

図10. 2 遅速中性子と高速中性子の核分裂確率 

上のグラフは水冷却加圧水型炉の炉心における遅速中性子と、ナトリウム冷却高速炉炉心における高速
中性子が、ウラン、ネプツニウム、プルトニウム、アメリシウム、キュリウムの同位体を核分裂させる
確率を示している。核分裂を生じない中性子吸収の繰り返しが、ウラン 238からキュリウム 244など
の重い同位体を最終的に生み出す。出典：“Le Projet ASTRID,” Société Française d’Energie Nu-
cléiare, SFEN/GR21, 2013, p. 6. 
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って一定の発電量を保つという「コンスタント発電量」シナリオにおいて、各サイクルで超ウ
ラン元素の99.9％が抽出されると想定したとしても、100年後の超ウラン元素の地上と地下を
合わせた総存在量の低減率は85％にしかならず、99％の低減率を達成するには何千年もかかる
482。つまり、地上で流通する超ウラン元素の量が、使用済み燃料を再処理しないで直接処分し
た場合に地層処分場に送られる量の100分の1になるには何千年もかかるということである。原
子力発電の段階的廃止を決め、「遺産」として残っている超ウラン元素の除去のために多数の
高速炉を使った場合はもっと速くなるが、それでも99.5％を除去するには少なくとも150～
200年はかかる483。 

核変換に対する関心の広がり 

しかし、ほとんど先進原子力先進国の政府は、使用済み燃料の有害性を許容可能なレベルにま
で下げるには超ウラン元素の分離と核変換が必要だとの主張を受け入れている。そして、この
正当化の議論は、今では高速中性子炉の開発継続に対する支持を維持するのに極めて重要なも
のとなっている。 

l 2006 年、フランスの議会はその環境法典に新しい項目を追加し、次のような任務を「原
子力庁（CEA）」に与えた――使用済み燃料に含まれる長寿命の放射性同位体の分離・核
変換の工業的展望について検討し、2020 年までにパイロット・プラントを建設すること
484。これを受けて、CEA は、600MWe（電気出力 60 万キロワット）のナトリウム冷却高
速中性子炉 ASTRID を建設することを提案した 485。このプロジェクトは多額の費用を
必要とするだろうが、フランス経済は現在、苦境に立たされている。計画を進めるか否か
についての最終的決定は、2019 年にずれ込んでいる 486。 

l ベルギーは、欧州委員会の財政的支援を得て 50－100MWt（熱出力 5万～10 万キロワッ
ト）未臨界鉛・ビスマス冷却高速中性子炉（MYRRHA）を建設することを提案した 487。
原子炉駆動の役割を果たすのは、陽子のビームによって発生させられた破砕中性子となる。
この炉は汎用研究施設となるが、表明されている主要な使命は、「長寿命の放射性廃棄物
の核変換のための『加速器駆動システム（ADS）』の物理と技術を実証すること」である。
提唱者らは、フランスで計画されている ASTRID のような高速炉は使用済み燃料の中の
プルトニウムを核分裂させることができるが、加速器駆動システムでは、プルトニウム以
外の「マイナー」な超ウラン元素を核分裂させるのに使うことができるのだと主張する 488。 

l 日本では、経済産業省が軽水炉と高速中性子炉でのプルトニウムのリサイクルは、高レベ
ル廃棄物の毒性が元の天然ウランのレベルまで下がるのに必要な期間を 10 万年から、そ
れぞれ、8000 年、300 年に短縮すると主張している 489。 

l ロシアは未だに高速炉のプルトニウム増殖の使命を強調しているが、それでも、そこに「マ
イナー・アクチニドのリサイクルと核分裂生成物の管理のための最善の方法」を見いだす
という目的を追加している 491。 

l エネルギー省の再処理及び増殖炉の商業化計画が議会によって1980年代にキャンセルさ
れた米国においてでさえ、同省は次のように述べている。「最終的戦略は、完全なリサイ
クル･アプローチであり、広範な再処理によって、使用済み燃料から一部の元素を取り出
し、その一部を高速炉で再利用し、場合によってはその他の部分を核変換して最終的廃棄
物の量と毒性を最小化するというものである」492。 

現在の使用済み燃料の発生ペースと歩調を合わせてその超ウラン元素を使用するのに必要な核
変換用高速炉の発電容量は相当なものになるだろう。全世界の合計330GWe（電気出力3億3000
万キロワット）の発電容量の軽水炉からは、毎年約6700トンの使用済み燃料が取り出される。
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その中には約74トンの超ウラン元素が入っている493。軽水炉が生み出す速度に合わせて超ウラ
ン元素を核分裂させることにより超ウラン元素の量を増やさないようにするには、110GWe 相
当の高速中性子炉が必要となる。これは、これまで高速炉によって達成された最高の設備利用
率（ロシアの BN-600）を前提としたばあいである494。超ウラン元素を MOX の場合のように
ウランと混ぜた場合──米国「科学アカデミー(NAS)」の研究は安全性上の理由から、そうす
る必要があるとしている495──必要な高速炉発電容量は2.5倍の275GWe となる。超ウラン元
素を生み出している軽水炉の発電容量に近い大きさとなる。 

従って、超ウラン元素の分離と核変換は、原子力分野の大規模な変容と、これまでその特殊な
安全性問題のために反対をもたらしてきたナトリウム冷却炉の大々的な数の建設についての国
民の受容を必要とする。 

使用済み燃料処分場の危険についての釣り合いのとれた見方 

反原発派の人々の多くが使用済み燃料の処分の危険性に焦点を当てているが、使用済み燃料を
地下500メートルの所に埋設した方が、燃料が原子炉内にあるときより危険だと主張するのは
難しい。炉内にある燃料は、短期間の冷却材喪失が起きただけでメルトダウンと福島規模の放
射能の大気中への放出をもたらす可能性がある。また、冷却プールに置かれている使用済み燃
料より危険だと主張するのも難しい。プールで冷却材がなくなれば、閉じ込め機能のない状態
で使用済み燃料火災が発生し、ずっと大量の放出が起きうる497。 

図１に示されている使用済み燃料からの経口摂取の危険性は、地下深く埋設された使用済み燃
料がその500メートほど上方にある地表に住む集団に対してもたらす危険性について測る上で
適切な指標ではない。ここで欠けているのは、可能性のある被曝の仕組みについての分析であ
る。いずれにせよ、図1で示されているとおり、地球の地殻にはすでに、鉛、ヒ素、水銀──
それにもちろんウラン──など多くの毒性物質が入っている。 

使用済み燃料について考える場合、天然のウランとその放射性崩壊生成物が最も適切な比較対
象となるだろう。なぜなら、使用済み燃料の長期的危険性を支配するのもこれらだからである。
また、地殻内のウラン、トリウム、それとこれらの物質の放射性崩壊生成物の危険性について
はすでに詳しく知られている。地表付近の岩や建設用材料の中の天然ウランやトリウムは、経
口摂取及び体外被曝、それにラドン（ウラン238の崩壊生成物）の吸入により、ヒトに年間平
均約2ミリシーベルトの被曝をもたらしていると推定されている500。これによって生じる生涯ガ
ン罹病リスクの増加は約1.5％と推定される。つまり、ウランとトリウムがなかった場合のヒト
の生涯ガン罹病リスクが40％だとすると、これら二つの物資の存在がそのリスクを約41.5％に
まで増大させる501。 

自然の過程がウランやトリウムを分布させたように地球の地殻に無差別的に放射性廃棄物を混
ぜるのは無責任だろう。だが、このような形で比較をすると、危険性の性質や規模についてあ
る程度の釣り合いのとれた見方が出来るようになる。地表から500メートルあるいはそれ以上
の深さの地下水の流れから使用済み燃料を守るべく設計された処分場に使用済み燃料を置けば、
ヒトに対するリスクは相当程度減らすことができるだろう。 

超ウラン元素の地表への移動の確率 

地殻における天然ウランと同様、ヒトに危害をもたらすには、使用済み燃料処分場の放射性核
種あるいはその崩壊生成物は、ヒトが住む地表に運ばれなければならない502。自然の移動性を
決める最も重要な要素は、地下深部の地下水における廃棄物内のさまざまな化学種の溶解度で
ある。低水量の花崗岩あるいは玄武岩に設けられた深地下処分場の場合、水中の酸素は岩との
化学的反応によって使い尽くされており、超ウラン元素はこの地下水には比較的溶けにくい503。
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そのため、超ウラン元素はその場の使用済み燃料の毒性において支配的なものであったとして
も、水によって地表に運ばれる一群の放射性核種の毒性を支配するものとはならない。スウェ
ーデンで計画されている処分場（深地下の花崗岩の中）について行われた計算では、一般に水
による移動に起因する被曝の約10％をネプツニウム237がもたらし、プルトニウムがもたらす
のは１％以下という結果となった。これに対し、ウランの崩壊生成物であるラジウム226は、
埋設された使用済み燃料による被曝線量の60％を占めるが、その線量は岩の中の天然ウランか
らの線量と比べると取るに足らないものとなる504。また、フランスで計画されている処分場（分
厚い粘土層の中）に関する計算では、超ウラン元素はほとんど移動しないという結論がでてい
る505。 

処分場の容積の低減という利点の欠如 

アレバ社――フランスのラアーグ再処理工場を運転し、中国と米国に同じような再処理工場を
売ろうとしている政府所有の会社 507――は、再処理は「廃棄物の体積を 5分の 1に削減」する
と主張している 508。日本の経済産業省も似たような主張をしている 509。比較されているのは、
使用済み低濃縮ウラン燃料 1トンの体積と、その使用済み燃料の再処理で生じる高レベル廃棄
物の体積とである。しかし、この比較から抜けているのは、再処理とプルトニウムのリサイク
ルで生じる長寿命の中レベル及び低レベルの廃棄物で、これも深地下処分場に埋設しなければ
ならない。フランスのケースに関して行われた詳細な計算は、不確実性を伴うものの、再処理
とＭＯＸ燃料製造過程で生じる放射性廃棄物で深地下処分を必要とするものすべてを含めると、
再処理廃棄物と使用済みＭＯＸ燃料のために掘削される地層処分場の容積は、元の使用済み低
濃縮ウラン燃料のためのものと同じとなることを示している 510。 

さらに、廃棄物の体積の比較は、放射性廃棄物地層処分場の面積が廃棄物の体積ではなくその
発熱量によって決まることを無視している 511。たとえば、スウェーデンとフランスの処分場の
設計では、水の流れに対するバリアーを追加するために、高レベル廃棄物の入ったキャニスタ
ー（容器）はベントナイト粘土で囲まれている。この粘土は、水の流れの減速及びイオン吸収
の性質をフルに発揮するには 100°C 未満に保たなければならない 512。このため、それぞれのキ
ャニスターに入れられる発熱性の廃棄物の量が制限されると同時に、互いの温度を大きく上げ
ることがないようにキャニスター同士の間に一定の間隔を置かなければならない。 

1 トンの使用済みＭＯＸ燃料と、この燃料を作るのに必要なプルトニウムを得るために再処理
しなければならない約7トンの使用済み低濃縮ウラン燃料から生じる高レベル廃棄物とを合わ
せた発熱量は、再処理をしていない使用済み低濃縮ウラン燃料 8トンの放射性崩壊熱と比べる
と、炉からの取り出し後 10 年～200 年の期間では、約 1.2 倍になる 513。従って、再処理して
分離したプルトニウムをMOX燃料として 1回リサイクルするというのは地層処分場の面積の
縮小には余り役立たない。 

分離と核変換の経済・環境両面のコスト 

先に触れたとおり、米国エネルギー省の委託で「米国科学アカデミー（NAS）」が核変換に関
する体系的なコスト・ベニフィット研究を行った結果が『核廃棄物：群分離と核変換の技術』
として 1996 年に発刊されている。NAS の研究グループによると、軽水炉の使用済み燃料 6万
2000 トン（2011 年までに米国でたまると同グループが推定した大体の量）514を再処理し、そ
の中に含まれる超ウラン元素の 99.5％を何基ものナトリウム冷却炉で核分裂させるには、150
～200 年かかり、その費用は 5000 億ドルに達するという 515。核変換施設運転がもたらす核拡
散という「追加的リスク」を強調する報告書の結論は次のようなものだった 516： 
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「被曝線量の減少はどれをとってみても、核変換の費用と追加的運転リスクを正当化す
るような大きさのものではない」 

フランスの「原子力安全局（ASN）」と「放射線防護・安全研究所（IRSN）」も、同じような
結論に達し、「仏原子力庁（CEA）」が核変換用としてナトリウム冷却炉を提唱していること
を批判している517。同じような批判は、日本の放射性廃棄物処分問題に関するトップレベルの
アドバイザー（栃山修・経済産業省地層処分技術ワーキンググループ委員長）もしている518。 

被曝線量の減少か、増大か？ 

再処理及び核変換をすると再処理工場における放射性ガスの日常的な放出と、高レベル廃液の
処理･貯蔵過程での事故による放射性物質の放出などの結果、被曝線量の純増がもたらされると
いうのは十分にありうる。 

再処理による放射性ガスの放出 

現在行われている再処理では、捕獲の難しい長寿命の放射性ガスが使用済み燃料から放出され
るままになっている（最も重要なのは二酸化炭素の形で放出される半減期5700年の炭素14）。
これらの気体は、現在及び将来の世代が環境から受ける被曝線量を増大させる。「原子放射線
の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）」は、2000年に、1998年までに行われた民生
用再処理による向こう1万年の世界的な集団線量預託を20万人・シーベルトと推定している519。
これは約2万人のガン死をもたらす520。この影響は、処分場からの漏れによる地域的な影響とは
違い、世界的なものである。 

高レベル廃液が関わる爆発 

また、再処理工場から壊滅的な形で環境中に放射能が放出される可能性がある（12章参照）。
再処理工場での爆発により、大気中に放射性廃液が飛散する事故が何度か起きている。最も壊
滅的なのは1957年に旧ソ連で起きたものである。この事故では、高レベル廃液の貯蔵タンクの
冷却システムが故障して廃液が沸騰し、残留物が爆発した。風下地帯の汚染のため、1000平方
キロメートルの地域の長期的避難が必要となった521。これは、福島第一原子力発電所の事故の
ために数年間の避難が必要となった地域とほぼ同じ面積である522。この他、もっと小規模の事
故が、ピューレックス（PUREX）法と呼ばれる方式で使われる有機化合物のために何度か起き
ている。ピューレックス法は、高レベル廃棄物からプルトニウムとウランを分離するために使
われる標準的な再処理技術である。これら有機化合物が放射性廃液の高い放射線レベルのため
に劣化すると、使用済み燃料を溶かすのに使われる硝酸と反応して「レッド・オイル」を発生
させる。この物質は、摂氏135度以上に熱せられると爆発する可能性がある523。 

職業被曝 

再処理工場やプルトニウム燃料製造工場の労働者らは、使用済み燃料が処分場に直接処分され
た場合には生じないはずの被曝をする。ただし、再処理と高速中性子炉がウラン採掘及び粗製
錬の必要を大幅に減らすことができれば、これらの活動に従事する労働者の被曝線量が減り、
再処理による追加的被曝が相殺されることになる524。 

しかし、総合的に見て、再処理による被曝線量低減の利点というのは実はマイナスとなる可能
性が高い。 
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プルトニウム「鉱山」 

核変換の利点として挙げられる最後のものは、使用済み燃料の処分場が核兵器製造に関心を持
つ国家や集団にとって「プルトニウム鉱山」となる危険性の除去である。とりわけ、数世紀経
って使用済み燃料の中でプルトニウムと混ざっている短寿命の核分裂生成物のガンマ放射能が
弱まってしまった場合にこの危険性が生じる。だが、これは、将来の社会が核兵器を入手しよ
うとする可能性のある他の方法と比較して考えなければならない525。 

さらに、国家が――場合によっては国家以外の集団が――核兵器オプションを簡単に入手する
道を現時点で生起させるプルトニウム分離とリサイクルを提唱ながら、同時に、500メートル
あるいはそれ以上の深さに埋設したプルトニウムが安全保障上のリスクだと主張するのは辻褄
が合わない。 

しかし、それにもかかわらず、巨大な力を持つ米国「原子力委員会（AEC）」の委員長を1960
年代に務めたグレン・シーボルトは、委員長時代に時期に世界的な「プルトニウム経済」を提
唱しておきながら、後に、再処理技術の拡散は核兵器拡散をもたらすとの警告を発する人々の
信頼性を落とそうとしてプルトニウム鉱山の議論を使った526： 

「使用済み燃料の処分を提唱する人々は…必ずしも核不拡散を巡る議論において高所に立つと
いうわけではない…燃やすこと、つまり照射によって他の物質に変えることだけが答えとなる」 

結論 

プルトニウム及びその他の超ウラン元素の化学的分離の費用と便益に関する上のような検討結
果から言って、先に引用した米国「科学アカデミー（NSA）」の1996年報告書の次の結論に意
義を唱えるのは難しい。「被曝線量の減少はどれをとってみても、核変換の費用と追加的運転
リスクを正当化するような大きさのものではない」 

再処理は、原子力発電を相当に割高にする。そのため、政府が電力会社に再処理を義務付けて
いる少数の国以外では放棄されている。超ウラン元素同位体の多くを核分裂させるのに必要な
高速中性子炉を展開することになれば、原子力発電の費用はさらに高くなる。一部の国々が電
力会社によってこれらの原子炉を商業化させようと50年にわたって試みて来ているにもかか
わらず、商業化された所がないのはこのためである。 

使用済み燃料を再処理してプルトニウムを――場合によっては、マイナー超ウラン元素も――
分離して高速中性子炉で照射できるようにしようとすることが安全保障にとって持つ大きなコ
ストの一つは、その国の政府に核兵器オプションを与えると同時に、テロリストによる核兵器
物質入手に対する障壁を低くすることである。 

天秤にかけて考えるべき利点の方について言うと、地下深くに埋設された使用済み燃料が地表
の環境を放射能で汚染するリスクを下げるうえで核変換がもたらすと予測される利点は小さく、
恐らくは、使用済み燃料再処理工場からの日常的及び事故による放射能の放出がもたらす影響
の方が大きくなるだろう。 

最後に指摘しておかなければならないのは、超ウラン元素からのリスクを100分の1にすると主
張されている核変換の利点を現実なものにするには、再処理と高速中性子炉の運転を数百年か
ら数千年続けることにコミットしなければならないという点である。これはいかなる現実的な
エネルギー計画の対象期間も遙かに超えるものである。 
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